
川崎市医療機器等整備事業助成金交付要綱 

（目的） 

第１条 この事業は、川崎市が独立行政法人環境再生保全機構（以下「機構」

という。）からの助成を受けて公害健康被害予防事業の一環として実施する

ものであり、川崎市内の公的な病院等に対して、気管支ぜん息、慢性気管支

炎及び肺気腫（以下「ぜん息等」という。）に係る施設又は医療機器の整備

に要する経費を助成することにより、市内におけるぜん息等に関する医療水

準の向上を図り、もって当該疾患の予防並びに当該疾患に係る患者の健康の

回復、保持及び増進に資することを目的とする。 

（対象となる公的な病院等の要件） 

第２条 対象となる公的な病院等は次に掲げるすべての要件に該当するものと

する｡ 

（１）川崎市に所在地を有し、かつ、以下に掲げる団体が開設する病院、一

般社団法人又は一般財団法人であって地方公共団体が出資によって設立

した等地方公共団体に準ずるもの（地方独立行政法人法（平成１５年法

律第１１８号）第２条に規定する地方独立行政法人を含む。）と認めら

れるものが開設する医療機関及び機構が定める公害健康被害予防事業助

成金交付要綱の施設等整備事業の対象となる公立病院であって、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に定める指定管

理者により管理されている公立病院であること。 

・日本赤十字社 

・学校法人である私立大学 

(２) ぜん息等に対する診断、治療等を総合的かつ専門的に行うための専門外

来診療部門を設置し当該診療部門に従事する医師及び看護師が確保されて

いること。 

(３) 川崎市が行うぜん息等に関する事業への協力が相当程度見込まれるもの

であること。 

（対象経費） 

第３条 前条に該当する公的な病院等に対して、次のぜん息等に係る医療機器 

の整備に要する経費を助成する。 

(１) 次に掲げる医療機器の購入費 

ア 換気機能検査装置 

イ 呼気ガス分析装置 



ウ 基礎代謝分析装置 

エ 換気力学的検査装置 

オ 肺拡散機能測定装置 

カ 血液ガス分析装置 

キ 左右肺別検査装置 

ク 運動負荷試験装置 

（助成金額） 

第４条 助成金額は、次により算出した額を基準額とし、対象経費の実支出額

と比較していずれか少ない額とする。 

(１) 医療機器購入費にあっては、一医療機関当たり２，０００万円を限度と

する額 

（助成金の交付の条件） 

第５条 市長は、助成金の交付又は変更交付の決定を行う場合においては、機

構の定める公害健康被害予防事業助成金交付要綱第１６条の規定に準じて、

助成金交付の目的を達成するために必要な条件を付するものとする。 

２ 次に掲げる事項については、機構の定める公害健康被害予防事業助成金交

付要綱第２２条、第２３条及び第２６条から第３０条までの規定に準ずるも

のとする。 

(１) 事業実施の方法（助成金の目的外使用禁止及び経理区分、事業の進捗 

中における報告等） 

(２）助成金の返還等（助成金の交付の決定取消し、助成金の返還、加算金 

及び延滞金） 

(３）その他（取得財産の管理及び処分、助成事業確定後の監査） 

３ 助成を受けた取得物件については、適宜、適当な箇所に機構から助成を受

けた旨の表示をしなければならない。 

（市内中小企業者への優先発注の規定） 

第６条 公的な病院等は、助成金交付決定額が１，０００，０００円を超え、

かつ第３条の各号に掲げる対象経費に係る工事の発注及び物品の調達等を行

う場合において、次のいずれかに該当するときは、市内中小企業者（川崎市

補助金等の交付に関する規則（平成１３年３月２１日規則第７号）第５条第

２項にいう中小企業者。以下同じ。）により入札を行い、又は２者以上の市内

中小企業者から見積書の徴収を行わなければならない。ただし、市長が契約

の性質上これらの方法により難いと認める場合又はその必要がないと認める



場合は、この限りではない。 

 （１）１件の金額が１，０００，０００円を超えるとき。 

 （２）その他市長が必要と認めるとき。 

（１００万円を超える発注について本市への報告書等提出に係る規定） 

第７条 公的な病院等は、事業完了の日から起算して２か月以内に、次に掲げ

る書類を提出しなければならない。 

（１）実績報告書（様式１） 

（２）発注実績報告書（様式２） 

（３）入札（見積り）が行えないことに係る理由書（様式３） 

２ 前項第２号に定める発注実績報告書（様式２）については、対象経費のう

ち、１件の金額が１，０００，０００円を超える支出となる案件について記

載するものとし、前条の規定により市内中小企業者による入札、又は２者以

上の市内中小企業者から見積書を徴収した場合は、結果のわかる書類の写し

を添付するものとする。 

３ 公的な病院等は、市内中小企業者から見積書を徴収する場合は、市内中小

企業者であることの誓約書（様式４）を提出させるものとする。ただし、川

崎市の競争入札参加資格者有資格者名簿に登載され地域区分が市内かつ企

業規模が中小として登載されている者、又は公的な病院等に対して直近の４

月１日以降に記載内容（住所、商号又は名称、代表者職氏名、資本金の額、

職員総数）に変更がない誓約書を提出した者を除く。 

４ 本条第１項第３号に定める入札（見積り）が行えないことに係る理由書（様

式３）については、前条ただし書の規定により、市内中小企業者による入札

又は２者以上の市内中小企業者から見積書を徴収し難い事由がある場合に

提出するものとする。 

（市内中小企業者優先発注違反の場合の規定） 

第８条 市長は、前２条の規定に違反した場合については、機構の定める公害

健康被害予防事業助成金交付要綱第２６条から第２８条までの規定に準ずる

ものとする。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めのない事項については、機構の定める公害健康被害予

防事業助成金交付要綱に準ずるものとする。 



附 則 

この要綱は、平成３年９月３０日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行し、改正後の要綱の規定は、令和２年

度の予算に係る助成金から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和２年９月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 



（様式１） 

                         年  月  日 

（宛先）川崎市長 

                      事 業 者 名    

川崎市医療機器等整備事業実績報告書 

 標記助成金に係る事業実績について、別紙関係書類を添えて報告します。 

１ 事業実績報告書 

２ そ の 他 








